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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第26期

第２四半期
累計期間

第27期

第２四半期
累計期間

第26期

第２四半期
会計期間

第27期

第２四半期
会計期間

第26期

会計期間

自平成21年
２月１日
至平成21年
７月31日

自平成22年
２月１日
至平成22年
７月31日

自平成21年
５月１日
至平成21年
７月31日

自平成22年
５月１日
至平成22年
７月31日

自平成21年
２月１日
至平成22年
１月31日

売上高（千円）  3,950,339 2,915,418 1,908,514 1,362,2897,415,597

経常損失(△)（千円）  △343,777 △17,829 △300,197  △646 △514,470

四半期純利益又は四半期（当期）純損失

(△)（千円）
 △227,348 △21,066 △70,864  21,121△889,975

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
5,869 8,175  7,531  11,657 6,523

資本金（千円） － － 996,650996,650996,650

発行済株式総数（株） － － 24,715 24,715 24,715

純資産額（千円） － － 1,184,752 473,214 518,582

総資産額（千円） － －  4,252,383 2,983,8413,657,453

１株当たり純資産額（円） － －  48,745.68 19,284.0521,163.96

１株当たり四半期純利益又は四半期（当

期）純損失(△)（円）
 △9,420.63 △872.93 △2,936.42 875.23△36,877.94

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
    －     －     －　     －　 －

１株当たり配当額（円） － －  －  － －

自己資本比率（％） － －  27.7  15.6 14.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
 △43,567 263,079 － － △78,095

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
 △137,151 43,117 － － △23,607

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
 △265,796 △292,129 － － △366,868

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（千円）
－ －  212,880 204,762190,680

従業員数（人） － －  212　  119　          159

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

            ついては記載しておりません。　

        ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

        ３．第26期第２四半期累計（会計）期間及び第27期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利

            益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。第

            27期第２四半期会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

            のの希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第26期の潜在株式調整後１株

            当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載してお

            りません。
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２【事業の内容】

  当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

 

 

３【関係会社の状況】

  当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年７月31日現在

従業員数（人） 119 [117]

　（注）　１．従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数（パートタイマー、アルバイト）は、日働８時

　　　　　　　間での換算数を［  ］外数で記載しております。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。

　　　　　２．従業員数が当四半期会計期間において28名減少しておりますが、主に店舗閉鎖等によるものであります。　
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

（１）仕入実績

　当第２四半期会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 仕入高（千円） 前年同期比（％）

卸売事業  506,810 76.1

小売事業  49,964 17.9

合計  556,775 58.9

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）販売実績

　当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％）

卸売事業  872,426 67.6

小売事業  403,633 82.3

ライセンス事業  86,229 67.8

合計  1,362,289 71.4

　（注）　１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

　　　　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

   
相手先

前第２四半期会計期間

（自  平成21年５月１日

至  平成21年７月31日）

当第２四半期会計期間

（自  平成22年５月１日

至  平成22年７月31日）

   販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

   ㈱イトーヨーカ堂 － － 158,208  11.6

   ㈱ライトオン 262,383 13.7  －     －

 　　　　　　　　　 （注）㈱ライトオンの当第２四半期会計期間及び㈱イトーヨーカ堂の前第２四半期会計期間の販売

                          実績等につきましては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。　

　　　　　　　　　　

２【事業等のリスク】

  当第２四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

  なお、当社は当第２四半期会計期間において、依然としてデフレ継続、雇用の不安定、所得の低迷等が影響し、消 

費者の生活防衛意識や節約志向は根強く、個人消費も伸び悩む状況の中で、基幹事業である卸売事業を中心に積極

的な販売活動を実施した結果、売上高は1,362,289千円となりましたが、販売費及び一般管理費等の諸経費の削減が

遅れたことにより、営業損失61,201千円、経常損失646千円を計上することとなりました。

  これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在し

ております。　

　　

３【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)経営成績の分析 

    当第２四半期会計期間におけるわが国の経済状況は、一昨年秋以降の世界的な金融危機に伴う景気後退局面から

  新興国を中心とした海外経済の回復による輸出の増加や政府の経済政策の効果により、一部企業の業績は回復基調

  にあるものの、欧州金融不安による急激な円高・株安傾向も見られ、先行き不透明な状態が続いております。

    また、当社が参画いたしますカジュアルウェア市場におきましても、デフレの継続、雇用の不安定、所得の低迷

  等が影響し、消費者の生活防衛意識や節約志向は根強く、個人消費は依然として伸び悩む厳しい状況で推移しまし

  た。

    このような状況の中、当社におきましては、営業面で基幹事業であります卸売事業においてキャンペーンによる

  「RUSS-K」（ラス・ケー）ブランドの販売強化と、夏シーズンに向けた「T&C Surf Designs」（タウン＆カントリ

  ー）ブランドによるTシャツの販売強化を実施しました。その結果、市場におけるセール時期の前倒しと低価格志

  向が強まりプロパー（正規品）販売率は低下したものの、売上高及び売上総利益は概ね想定範囲内となりました。

    ライセンス事業におきましては、ライセンス占有ブランドによる新規市場の開拓に努めましたが、市場における

  消費マインドの冷え込みから低価格志向が強まり、大手GMS等の商品開発によるPB化の影響により苦戦をいたしま

  した。  

    小売事業におきましては、不採算店舗の閉鎖を実施し、収益性の改善及び効率化を重視した販売活動を実施しま

  した。卸売事業・ライセンス事業と同様に、市場における低価格志向に対応し、売上高の確保を目指し閉店セール

  や店外催事等を強化しました。その結果、セール販売の強化に伴い販売単価が下落した影響で売上総利益は減少し

  たものの売上高は概ね想定範囲内となりました。

　  一方、販売費及び一般管理費につきましては、不採算店舗の閉鎖等による地代家賃や人件費をはじめとする諸経

  費の削減に努めました。

    以上の結果、当第２四半期会計期間の売上高は1,362,289千円（前年同期比28.6％の減少）、営業損失は61,201

  千円（前年同期は営業損失315,392千円）、経常損失は646千円（前年同期は経常損失309,459千円）、四半期純利

  益は21,121千円（前年同期は四半期純損失70,864千円）となりました。 

 

(２)財政状態の分析

  （資産）

      当第２四半期会計期間末における総資産は2,983,841千円となり、前事業年度末に比べ673,612千円減少いたし

    ました。この主な要因は、受取手形及び売掛金が382,226千円、たな卸資産が185,331千円、店舗閉鎖等による敷

    金及び保証金が206,471千円減少したこと等によるものです。

  （負債）      

      当第２四半期会計期間末における負債は2,510,626千円となり、前事業年度末に比べ628,244千円減少いたしま

    した。この主な要因は、支払手形及び買掛金が201,351千円、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が

    167,565千円、未払金が126,742千円、長期借入金が127,634千円減少したこと等によるものです。

  （純資産）      

      当第２四半期会計期間末における純資産は473,214千円となり、前事業年度末に比べ45,368千円減少いたしま

    した。この主な要因は、四半期純損失21,066千円の計上及び円高の影響による為替予約の時価評価に伴う繰延

    ヘッジ損失が22,337千円増加したこと等によるものです。

 

(３)キャッシュ・フローの状況

    当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期会計期間末と比

  べ141,607千円増加し、204,762千円となりました。

    なお、当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりであります。

  （営業活動によるキャッシュ・フロー）      

      営業活動の結果獲得した資金は、前第２四半期会計期間末と比較して2,637千円増加し226,450千円となりまし

    た。これは主に、税引前四半期純利益が2,190千円計上され、仕入債務の減少額が153,054千円あったものの、売

    上債権の減少額が155,647千円、たな卸資産の減少額が214,972千円あったこと等によるものであります。

  （投資活動によるキャッシュ・フロー）

      投資活動の結果獲得した資金は、前第２四半期会計期間末と比較して58,338千円増加し52,405千円となりまし

    た。これは主に、店舗閉鎖等に伴う敷金及び保証金の回収による収入が37,617千円あったこと等によるものであ

    ります。

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）

      財務活動の結果使用した資金は、前第２四半期会計期間末と比較して19,561千円減少し137,275千円となりま

    した。これは主に、短期借入金の返済による支出が60,598千円、長期借入金の返済による支出が76,677千円あっ

    たことによるものであります。 

 

(４)対処すべき課題

    当第２四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。
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(５)研究開発活動

    該当事項はありません。

　

(６)重要事象等について

    当社は当第２四半期会計期間において、依然としてデフレ継続、雇用の不安定、所得の低迷等が影響し、消費者

  の生活防衛意識や節約志向は根強く、個人消費も伸び悩む状況の中で、基幹事業である卸売事業を中心に積極的な

  販売活動を実施した結果、売上高は1,362,289千円となりましたが、販売費及び一般管理費等の諸経費の削減が遅

  れたことにより、営業損失61,201千円、経常損失646千円を計上することとなりました。

    これにより、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在

  しております。

    当該状況を解消すべく、当社では、営業活動において新ブランド展開によるマーケットシェアの回復や新規取引

  先の開拓、直営店舗の収益性の見直しなどを行っております。一方、販売費及び一般管理費につきましては、不採

  算店舗の閉鎖や物流センターの規模縮小、業務改革による組織の再編成等を行うことにより、経費削減に努めてお

  ります。これらの施策を推進することで経営基盤の強化を図り、企業経営の安定化に努めてまいります。

    当社では、上記施策により、経営環境が正常化することで、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状

  況についても解消されるものと考えております。

    なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

  前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の除却について、当第２四半期会計期間において完了し

たものは以下のとおりです。　

　　　　

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門）

期末帳簿価額
（千円）

除却年月
従業員数
（名）

CP横浜ワールドポーターズ店　

（横浜市中区）
店舗（小売)  － 平成22年５月 －

CP浦和美園店

（さいたま市緑区）
店舗（小売)  － 平成22年５月 －

LW浦和大間木店

（さいたま市緑区）
店舗（小売)  － 平成22年７月 －

MAコムサストア梅田店

（大阪市北区）
店舗（小売)  － 平成22年７月 －

MA原宿店

（東京都渋谷区）
店舗（小売)  － 平成22年７月 －

indio渋谷109前店

（東京都渋谷区）
店舗（小売)  － 平成22年７月 －

pour le mieux福岡大名店

（福岡市中央区）
店舗（小売)  － 平成22年７月 －

合計  －  －              －

　（注）１　期末帳簿価額については、減損処理をしているためゼロとなっております。

２　各店舗の略称は以下のとおりであります。 

＜当季品主体の店舗＞

CP:コーラルポイント

LW　:ロングウォール　

MA　:モダンアミューズメント　

indio　:インディオ　

  

（２）設備の新設、除却等の計画

  前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の除却について、当第２四半期会計期間において変更と

なったものは以下のとおりです。

    

事業所名
（所在地）

設備の内容
（事業部門）

期末帳簿価額
（千円）

前事業年度末計画時の
除却等の予定年月　

当第２四半期会計期間に
変更した除却等の予定年月

PIKO OUTLET広島HOP店

(広島市西区)  　     (注)
店舗（小売） －  平成22年６月  － 

indio稲毛店

(千葉市稲毛区)     　(注)
店舗（小売） －  平成22年９月  平成22年８月 

indio大井町店

(東京都品川区)　     (注)
店舗（小売） －  平成22年９月  平成22年８月 

PIKO OUTLETトリアス店

(福岡県糟屋郡久山町) (注)
店舗（小売） －  平成22年８月  平成23年２月 

PIKO OUTLET印西牧の原店

(千葉県印西市)　     (注)
店舗（小売） －  平成22年９月  平成23年１月 

  合計 － － －

  （注）１　期末帳簿価額については、減損処理をしているためゼロとなっております。

  ２  PIKO OUTLET広島HOP店につきましては、催事契約に変更し継続することとなったため、変更後の除却等の

      予定年月は記載しておりません。　

  ３  各店舗の略称は以下のとおりであります。

      ＜当季品主体の店舗＞

indio:インディオ
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000

計 70,000

 

②【発行済株式】

種類
 第２四半期会計期間末
 現在発行数（株）
（平成22年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年９月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 24,715 24,715
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）　

 単元株式数

 １株

計 24,715 24,715 ― ―
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（２）【新株予約権等の状況】

         会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

       平成19年４月25日開催の定時株主総会決議 

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年７月31日）

新株予約権の数（個） 290（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 290

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２

新株予約権の行使期間
平成21年５月１日から

平成24年４月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　122,640

資本組入額　　61,320

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合には取締役会の決議による承

認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）５

　（注）１　新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

            なお、新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき株式分割（株

            式無償割当てを含む。株式分割の記載につき以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与

            株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新

            株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。

 

              調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

 

            また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める付

            与株式数の調整を行う。 

  （注）２　新株予約権の行使時の払込金額

            新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、次により算定される、新株予約権を行使することによ

            り交付を受けることができる株式１株当たりの出資金額（以下「行使価額」という。）に付与株式数を乗じ

            た金額とする。

            行使価額は、新株予約権の募集事項を定める取締役会決議の日の属する月の前月の各日（取引が成立してい

ない日を除く。）におけるジャスダック証券取引所における当社株式普通取引の終値の平均値または新株予

約権の募集事項を定める取締役会決議の日の前日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の終値

（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値）のうちいずれか高い方に1.05を乗じた金額とし、ま

た、１円未満の端数は切り上げる。

なお、割当日後、当社が時価を下回る価額による新株式の発行を行う場合または自己株式を処分する場合

（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普

通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の転換または当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たり出資金額

時価

既発行株式数 ＋ 新発行株式数

 

（上記算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する自己株式数」と読み替えるものと

する。）

また、割当日後、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 

さらに、上記の他、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と

認める行使価額の調整を行う。

　（注）３　権利行使の条件は、次のとおりであります。

①　付与日（平成19年４月27日）から権利確定日（平成21年４月30日）まで継続して勤務していること

②　対象者は関係会社を含む当社グループの取締役または従業員の地位の喪失（死亡した場合を含む）した

場合には、新株予約権は失効する。

  （注）４　組織再編成行為に伴う交付に関する事項

            当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

            （以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時

            点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

            合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。

            ）の場合においては、残存新株予約権を以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

            吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定

            めた場合に限るものとする。 

            イ  交付する再編成対象会社の新株予約権の数

                残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

            ロ  新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

                再編成対象会社の普通株式とする。

            ハ  新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

                組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

            ニ  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

                交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編成行為の条件等を勘案の上

                調整して得られる再編成後払込金額に上記ハに従って決定される当該新株予約権の目的である株式の

数

                を乗じて得られる金額とする。

            ホ  新株予約権を行使することができる期間

                上表の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上表の新株予約権

                を行使できる期間の満了日までとする。

            ヘ  譲渡による新株予約権の取得の制限

                譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の承認を必要とする。

            ト  新株予約権の取得の条件

                下記（注）５に準じて決定する。  

  （注）５　新株予約権の取得条項に関する事項

            下記に掲げる議案が株主総会で承認された場合（株主総会が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた

            場合）は、当社取締役会が別に定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

            ①  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

            ②  当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

            ③  当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案若しくは株式移転計画承認の議案 
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。  

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

  平成22年５月１日～

  平成22年７月31日 
 －  24,715  －  996,650 －  1,262,690
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（６）【大株主の状況】

　 平成22年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

茂木　眞一 東京都墨田区 8,873 35.90

ゴールドマンサックスインターナ

ショナル

（常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社）　

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K

（東京都港区六本木６－10－１六本木ヒルズ

森タワー）

5,502 22.26

児玉　俊明　 東京都港区　 1,546 6.25

ダイワボウノイ株式会社　 大阪府大阪市中央区久太郎町３－６－８　 600 2.42

エイチエスビーシーブローキングセ

キュリティーズ（アジア）

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

3/F HUTCHISON HOUSE 10 HARCOURT ROAD,

SENTRAL HONG KONG　

（東京都中央区日本橋３－11－１）　

550 2.22

株式会社ギャルソンヌ　 東京都江東区亀戸１－25－５ 360 1.45

クリムゾン従業員持株会
東京都墨田区錦糸３－２－１

アルカイースト16階　
295 1.19

廣瀬　恭子 東京都墨田区 167 0.67

中根　慎一　 埼玉県久喜市 127 0.51

杭田　浩輔 東京都世田谷区 116 0.46

計 － 18,136 73.38

　（注）１．上記のほか当社所有の自己株式582株（2.35%）があります。

２．次の法人から、平成22年６月28日付で変更報告書の提出があり、平成22年６月14日現在で以下の株式数を保

有している旨の報告を受けておりますが、当第２四半期会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株

式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。

氏名又は名称　 住所　
所有株式数

（株）　

  発行済株式総数に対する

  所有株式数の割合（％）　

タワー投資顧問株式会社　
  東京都港区芝大門１－12－16

  住友芝大門ビル２号館２階　
5,502 22.26 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　平成22年７月31日現在

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式  －  －  －

 議決権制限株式（自己株式等）  －  －  －

 議決権制限株式（その他）  －  －  －

 完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

普通株式　　　582
 －  －

 完全議決権株式（その他） 普通株式　  24,133 24,133  －

 発行済株式総数 24,715  －  －

 総株主の議決権  － 24,133  －

 （注）完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株及びそれに係る議決権の数

　　　 １個が含まれております。

 

②【自己株式等】                                                              　 平成22年７月31日現在

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所 
 自己名義所有

 株式数（株）

 他人名義所有

 株式数（株） 

 所有株式数の

 合計（株） 

 発行済株式総数

 に対する所有株

 式数の割合（％） 

（自己保有株式）

 株式会社クリムゾン 

 東京都墨田区

 亀沢４－17－17
582 － 582 2.35

 計  － 582 － 582 2.35

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高（円） 16,500 17,400 39,900 26,900 28,000 19,000

最低（円） 15,000 14,900 15,020 18,700 18,300 14,800

　（注）　最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、

　　　　　それ以前は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。　

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

　

役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 営業本部長 直営本部長 丸山　ゆかり 平成22年８月１日

取締役 営業副本部長 営業本部長 山本　真樹 平成22年８月１日

取締役 商品本部長 企画生産本部長 関口　勝一 平成22年８月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号

。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21

年２月１日から平成21年７月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成

22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21

年７月31日まで）及び前第２四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成22年７月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成

22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸表について、フェニックス監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

  「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により

、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団

の財政状態及び経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいも

の

として四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年７月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 204,762 ※2
 211,146

受取手形及び売掛金 ※3, ※4
 817,626

※3
 1,199,853

たな卸資産 ※2, ※5
 281,200

※2, ※5
 466,531

その他 382,136 259,426

貸倒引当金 △2,829 △1,587

流動資産合計 1,682,895 2,135,369

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 134,908

※1, ※2
 140,694

土地 ※2
 132,216

※2
 132,216

その他（純額） ※1
 16,173

※1
 13,220

有形固定資産合計 283,298 286,131

無形固定資産 135,052 154,094

投資その他の資産

敷金及び保証金 565,881 772,352

その他 386,792 367,480

貸倒引当金 △70,079 △57,974

投資その他の資産合計 882,594 1,081,858

固定資産合計 1,300,945 1,522,084

資産合計 2,983,841 3,657,453

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※4
 740,050

※4
 941,402

短期借入金 ※2
 766,270

※2
 870,059

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 267,928

※2
 331,705

未払金 410,407 537,150

未払法人税等 15,871 26,748

引当金 3,170 4,306

その他 130,942 123,137

流動負債合計 2,334,641 2,834,508

固定負債

長期借入金 ※2
 175,520

※2
 303,154

繰延税金負債 465 678

その他 － 530

固定負債合計 175,985 304,362

負債合計 2,510,626 3,138,871
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成22年７月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 996,650 996,650

資本剰余金 1,262,690 1,262,690

利益剰余金 △1,682,461 △1,661,395

自己株式 △81,809 △81,809

株主資本合計 495,069 516,135

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,954 △3,989

繰延ヘッジ損益 △23,733 △1,396

評価・換算差額等合計 △29,687 △5,385

新株予約権 7,832 7,832

純資産合計 473,214 518,582

負債純資産合計 2,983,841 3,657,453
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 3,950,339 2,915,418

売上原価 2,194,557 1,545,998

売上総利益 1,755,781 1,369,419

販売費及び一般管理費 ※
 2,106,076

※
 1,424,446

営業損失（△） △350,294 △55,026

営業外収益

受取利息 4,052 50

受取配当金 436 281

為替差益 18,068 16,499

店舗閉鎖益 － 31,574

その他 6,157 5,740

営業外収益合計 28,714 54,146

営業外費用

支払利息 14,770 16,493

店舗閉鎖損失 6,943 －

その他 484 454

営業外費用合計 22,198 16,948

経常損失（△） △343,777 △17,829

特別利益

固定資産売却益 53 －

貸倒引当金戻入額 241,355 －

その他 4,966 －

特別利益合計 246,374 －

特別損失

固定資産除却損 16,506 －

貸倒引当金繰入額 － 12,221

関係会社株式評価損 84,023 －

訴訟関連損失 14,638 －

商品廃棄損 － 4,057

その他 1,896 206

特別損失合計 117,065 16,485

税引前四半期純損失（△） △214,468 △34,314

法人税、住民税及び事業税 12,879 11,435

法人税等還付税額 － △24,683

法人税等合計 12,879 △13,247

四半期純損失（△） △227,348 △21,066
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年７月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年５月１日
　至　平成22年７月31日)

売上高 1,908,514 1,362,289

売上原価 1,161,013 770,945

売上総利益 747,501 591,343

販売費及び一般管理費 ※
 1,062,893

※
 652,544

営業損失（△） △315,392 △61,201

営業外収益

受取利息 1,854 18

受取配当金 436 281

為替差益 11,293 33,266

店舗閉鎖益 － 30,737

その他 3,808 3,059

営業外収益合計 17,393 67,363

営業外費用

支払利息 7,459 6,444

店舗閉鎖損失 3,938 －

その他 61 364

営業外費用合計 11,459 6,809

経常損失（△） △309,459 △646

特別利益

貸倒引当金戻入額 249,806 6,894

その他 4,966 －

特別利益合計 254,772 6,894

特別損失

固定資産除却損 8,017 －

商品廃棄損 － 4,057

その他 1,600 －

特別損失合計 9,617 4,057

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △64,303 2,190

法人税、住民税及び事業税 6,561 5,751

法人税等還付税額 － △24,683

法人税等合計 6,561 △18,931

四半期純利益又は四半期純損失（△） △70,864 21,121
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △214,468 △34,314

減価償却費 24,161 9,154

無形固定資産償却費 20,075 20,144

長期前払費用償却額 3,003 166

訴訟関連損失 14,638 －

関係会社株式評価損 84,023 －

商品廃棄損 － 4,057

貸倒引当金の増減額（△は減少） △241,355 13,467

返品調整引当金の増減額（△は減少） △4,661 △1,135

受取利息及び受取配当金 △4,489 △50

支払利息 14,770 16,493

為替差損益（△は益） △4,981 △215

有形固定資産売却損益（△は益） △53 －

有形固定資産除却損 16,506 －

売上債権の増減額（△は増加） 728,854 378,149

たな卸資産の増減額（△は増加） 101,418 183,471

仕入債務の増減額（△は減少） △125,394 △201,351

未払金の増減額（△は減少） △527,432 △123,262

その他 106,085 33,922

小計 △9,298 298,696

利息及び配当金の受取額 4,534 82

利息の支払額 △13,774 △16,521

法人税等の支払額 △25,028 △19,179

営業活動によるキャッシュ・フロー △43,567 263,079

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △65 －

定期預金の払戻による収入 － 20,465

有形固定資産の取得による支出 △35,766 △12,530

有形固定資産の売却による収入 1,544 －

無形固定資産の取得による支出 △25,000 △1,102

投資有価証券の取得による支出 △943 △807

貸付けによる支出 △93,961 －

貸付金の回収による収入 199 169

敷金及び保証金の差入による支出 △722 △621

敷金及び保証金の回収による収入 18,133 37,617

その他 △570 △73

投資活動によるキャッシュ・フロー △137,151 43,117
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（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自　平成21年２月１日
　至　平成21年７月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成22年２月１日
　至　平成22年７月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 148,500 －

短期借入金の返済による支出 △83,549 △103,788

長期借入れによる収入 97,680 －

長期借入金の返済による支出 △428,428 △188,341

財務活動によるキャッシュ・フロー △265,796 △292,129

現金及び現金同等物に係る換算差額 113 14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △446,401 14,081

現金及び現金同等物の期首残高 644,687 190,680

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 14,594 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 212,880

※
 204,762
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

        該当事項はありません。

 

【簡便な会計処理】

        該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

        該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成22年７月31日）

前事業年度末
（平成22年１月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、404,582千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、486,878千円であ

ります。

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

※２　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 111,958千円

土地 132,216

商品 280,788

計 524,963

定期預金 20,465千円

建物 115,644

土地 132,216

商品 466,019

計 734,346

 　　 担保付債務は次のとおりであります。  　　 担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 766,270千円

１年内返済予定の長期借入金 187,848

長期借入金 73,460

計 1,027,578

短期借入金 440,000千円

１年内返済予定の長期借入金 115,848

長期借入金 121,384

計 677,232

※３　受取手形割引高 161,294千円 ※３　受取手形割引高 131,409千円

※４　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については

      手形交換日をもって決済処理しております。なお、

      当第２四半期会計期間末日が金融機関の休日であっ

      たため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期

      会計期間末日残高に含まれております。

          受取手形                  2,191千円

          支払手形　               67,508千円

※４　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形

      交換日をもって決済処理しております。なお、当事

      業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事

      業年度末日満期手形が事業年度末日残高に含まれて

      おります。

          支払手形                114,672千円　

※５　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 ※５　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商品及び製品 280,788千円

貯蔵品 411

計 281,200

商品及び製品 466,019千円

貯蔵品 511

計 466,531
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

賃借料 345,111千円

広告販促費 432,408

給与手当 369,146

ロイヤルティ使用料 196,857

給与手当 276,901千円

賃借料 227,728

ロイヤルティ使用料 173,223

広告販促費 121,438

貸倒引当金繰入 1,116

 

前第２四半期会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

賃借料 189,105千円

広告販促費 185,123

給与手当 177,273

ロイヤルティ使用料 98,295

給与手当 127,441千円

ロイヤルティ使用料 85,763

賃借料 74,922

広告販促費 56,762

貸倒引当金繰入 1,116

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

    表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　(平成21年７月31日現在)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

    表に掲記されている科目の金額との関係　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　(平成22年７月31日現在)

現金及び預金勘定 233,345千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20,465　

現金及び現金同等物 212,880　

現金及び預金勘定 204,762千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 　

現金及び現金同等物 204,762　
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成22年７月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成22年２月１日　至　平成22年

７月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　　　　　　　　24,715株 

 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　　　　　　   582株 

 

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　  新株予約権の当第２四半期会計期間末残高　　　　　7,832千円　

 

 

４．配当に関する事項

　(１)配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

　(２)基準日が当第２四半期累計期間までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末

後となるもの

　　　該当事項はありません。 
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（有価証券関係）

  当第２四半期会計期間末（平成22年７月31日）

    前事業年度の末日に比べ著しい変動が認められませんので、有価証券関係の注記を省略しております。

 

 

（デリバティブ取引関係）

  当第２四半期会計期間末（平成22年７月31日）

    ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

 

 

（持分法損益等）

　

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円） 5,869 8,175

　

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円）  84,089  84,089

持分法を適用した場合の投資の金額（千円）  158,225  125,600

持分法を適用した場合の投資利益の金額（千円）  7,531  11,657

　

　

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期会計期間（自　平成22年５月１日　至　平成22年７月31日）

  該当事項はありません 。 

 

EDINET提出書類

株式会社クリムゾン(E02960)

四半期報告書

25/31



（企業結合等関係）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成22年７月31日）

前事業年度末
（平成22年１月31日）

１株当たり純資産額 19,284.05円 １株当たり純資産額 21,163.96円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △9,420.63円 １株当たり四半期純損失（△） △872.93円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成21年２月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年２月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（△）（千円） △227,348 △21,066

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △227,348 △21,066

期中平均株式数（株）  24,133  24,133

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で

、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

 －  －

 

前第２四半期会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △2,936.42円 １株当たり四半期純利益 875.23円

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式は存在するものの希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期会計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

  純損失金額
  

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △70,864 21,121

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△70,864 21,121

期中平均株式数（株）  24,133  24,133

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で

、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

 －  －
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（重要な後発事象）

          該当事項はありません。　

 

（リース取引関係）

  当第２四半期会計期間（自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日）

    前事業年度末に比べ著しい変動が認められませんので、リース取引関係の注記を省略しております。 

 

 

２【その他】

  該当事項はありません。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年９月14日

株式会社クリムゾン

取締役会　御中
 

フェニックス監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 生明　  真　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　良明　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリムゾン

の平成21年２月１日から平成22年１月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年５月１日から平成21年

７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリムゾンの平成21年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年９月14日

株式会社クリムゾン

取締役会　御中
 

フェニックス監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 生明　  真　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 今井　良明　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クリムゾン

の平成22年２月１日から平成23年１月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成22年５月１日から平成22年

７月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22年７月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クリムゾンの平成22年７月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第

２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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